
２０１０年（平成２２年）４月１日号 5第１５号

「納税者と行政庁双方の情報の橋渡し役を」
実務家向けゼミ開講で第二ステージへ
　「納税者と行政庁との架け橋となる研究および情報提供」をコンセプトに、昨年４月に発足した一般社団法人ア
コード租税総合研究所。研究所名の「アコード」とは、調和や協調を意味する。租税制度や納税環境整備などを
多角的に研究していくシンクタンクを目指し、あくまで中立的な立場で、「未来の税社会の架け橋」の共同提言に
基づく活動を展開している。発足 1 周年を迎え、同研究会の活動方針や新たな展開について酒井克彦所長（国士
舘大学法学部教授）に聞いてみた。

―まず、改めて研究所発足のきっかけ
　についてお伺いします。
　私は以前、税務大学校におりました
が、転身して大学で教鞭をとるように
なりました。その後、大学での教育活
動とは別に、様々な税理士先生方の勉
強会などに参加させていただく機会が
増え、多くの税理士先生と深く関わり
を持つことになったわけですが、一方
で、税務当局の方と親しくさせて頂い
たこともあり、官と民の両方の話を聞
く機会が増えてきました。そうしたな
かで、常に話題になるのは、租税訴訟
に関するものでした。そこで痛感した
のは、納税者と租税行政庁との間で、
租税法の解釈・適用問題や税務執行の
問題なども含めて、お互いに「情報の
共有」がなされていれば生じなかった
であろう紛争がかなりの数に達してい
るという実情を実感し、コンフリクト
の未然防止を議論することの重要性に
気づきました。そこで、納税者と行政
双方の情報の橋渡し役、つまり、“架橋 ”
を図ることを目的に発足させたのがア
コード租税総合研究所です。
―税務当局からの情報公開については
どう捉えていますか。
　情報公開の手法等については、以前
から関心を持っていたテーマでした。
これまで、税務雑誌等のメディアで当
局の考え方が示され、税務署などでも
当局での見解について比較的容易に
相談に応じてくれるなどして、情報を
知る、得るためのルートはそれなりに
ありました。ところが、平成16年制
定のアドバンスルーリング、いわゆる
文書回答手続きに関する整備等をはじ
め、情報公開法の公開請求や個人情報
保護法の開示請求など、いわば情報を
引き出す公式なルートが確立されてき

　初めまして。
　「伸びる税理士事務所のつくり方」の著
者、井上達也です。貴事務所が当連載を
お読みになり顧問先が増えれば幸いです。
　今、顧問先が増えている事務所と減っ
ている事務所の差が大きく広がってき
ています。減っている事務所の先生は
なぜ減っているのかまったくわからな
いようです。きちんとミス無く仕事も
している。顧問先にも喜ばれている。
しかし顧問先は増えていかないという
のが実情ではないでしょうか。
　なぜ増えないかと言いますときちん
と仕事をすることとお客さんを増やす

たことにより、逆に、税務当局からの
情報が出にくくなってきたのは確かで
す。情報を発信すべきところ、むしろ、
逆転しているのではないかと思うよう
にもなり、だからこそ、「研究家と実務
家、そして税務当局との橋渡し」とし
ての役割を担う機関が必要だと考えた
わけです。
―組織運営や具体的な研究会活動とは。
　様々な形態のシンクタンクはありま
すが、学術的な研究だけでなく実務に
役立つ研究を中心に、税理士や会計事
務所職員のスキルアップに結びつくよ
うなセミナーも行っております。現在、
①国税通則②納税環境③所得課税④消
費税課税⑤資産課税⑥国際課税⑦登録
免許税－の各検討委員会を設置し、毎
月２回の研究フォーラムにおいては、
多方面から講師を招き、学者、税理士、
官庁の三者間での情報共有化を図るこ
とで、問題の掘り起こし、検討を行い、
問題意識の共有にも役立てています。
また、租税法のあるべき解釈論のほか、
立法論としての提案や、行政手法、例
えば税務調査に関わる法律問題などに
ついても、テーマに掲げて研究してい
きたいと思っています。
―蒼々たる先生方が研究員となってお
られますね。
　はい。設立趣旨にご賛同いただいた
多くの先生方のご協力の下で当研究会
は成立しております。顧問に品川芳宣
早稲田大学大学院教授をはじめ、今村
隆駿河台大大学法科大学院教授、玉國
文敏中央大学法学部教授、吉村典久慶
應義塾大学法学部教授、阿部泰久経団
連本部長といった研究主幹のほか、こ
のたび税調委員になられた三木義一教
授や、占部裕典教授ら、研究顧問に45
名ほどの租税法学者が登録しておりま

というのは別のスキルだからです。数学が
抜群に出来るからといって英語が出来ると
は限らないという事と同じです。
　この連載では具体的にお客様を増やし
ていく方法、会計事務所マーケティングを
具体的にお話ししていきたいと思います。
　お客さんが減っている、しかしお客さん
を増やす努力は何もしていないという先生
は論外ですが、営業は苦手だし、そもそも
税理士がそういう事をするのはちょっと気
が引けるなぁという先生もいらっしゃいま
す。よく勘違いされるのですが、お客さん
を増やすことと営業することはイコールで
はありません。これをマーケティングと言

す。品川先生を顧問に迎えたのは、税
務当局から学者に転じられた草分け的
な存在の方であり、中立的な研究所と
いう観点からであります。
―ところで、昨年８月の設立シンポジ
　ウムの反応はいかがでしたか。
　東京税理士会館で開催した設立記念
シンポジウムのテーマは、納税者の保
護と納税義務の履行の確保―租税行
政手続の充実と租税回避への対応―」。
登壇した５名の顧問・研究主幹からは
「租税回避の否認」について、賛否の
意見が飛び交う結果ともなりましたが、
それでいいんです。議論を交わせる場
としてのユニークさが会の特徴として
出せればＯＫでしたから。当日は会員
をはじめ約100名の方に参加していた
だきましたが、思った以上に反応は良
かったと感謝しております。納税者保
護の観点からは、納税者権利憲章とい
うイメージが連想されますが、決して
弱者救済のための納税者保護というの
ではなく、適正な情報が納税者に正し
く伝わっていれば、正しい納税は実現
できるはず。あくまで私的な考え方で
すが、正しい情報を提供して税務当局
との対等な関係を構築していく、それ
が正しい納税者保護のあり方、理想で
はないでしょうか。
―今後の方向性については。
　１年を経過し、より多くの賛同者に
集まって頂く一方で、「より高度な知識
を得たい」といった要望が多く、これ
にも応えられる新たな組織を発足させ
ます。アコード租税総合研究所でも、
租税判例解析講座や租税法理論講座と
いった他のセミナーでは受けられない
独自のカリキュラムを用意していく方
針ですが、新たな組織ではその点に特
化した研究会を設置することを計画し

います。マーケティングとは営業をしない
でお客さんを増やす方法なのです。
　では、まず何からやればよいかというと
顧問先は何件あって、社長はどんな人なの
かをきちんと整理するところから始めましょ
う。顧問先管理表を作ります。管理表には
住所や決算月などの基本的な項目の他に、
社長の人柄を書き込みます。中小企業の場
合は全て社長がキーマンとなります。まず
どんな社長なのかを知ることが必要です。
　そして次に紹介をしてくれるタイプかし
ないタイプか書き込みます。人間には人付
き合いが良く、いろいろな人を紹介してく
れるオープンタイプの人と紹介してくれな
いクローズタイプに分かれます。暗い人は
たいていクローズなタイプなのですが、明
るい人だからと言ってオープンタイプとは
限りません。このへんの見極めがなかなか
難しいのが悩ましいところです。そこでま

ております。
― その詳細については・・
　「 一 般 社 団 法 人 ファル クラム
(FULCRUM)」という団体を立ち上げ、
アコード租税総合研究所での研究成
果の発信を行うとともに、よりコアな
研究会を内部に作る予定です。「ファル
クラム」とは「要」という意味ですが、
租税実務界での「要」となる高度な租
税専門家の養成のためにゼミ形式の研
究会を開講します。税理士・弁護士や
租税当局職員のスキルアップを目標と
し、いわば実務家のためのゼミを想定
しております。そこでの研究成果の一
部はファルクラムが発行する雑誌に掲
載するなどして、アコードの会員への
情報提供にも繋げていこうと考えており
ます。また、ファルクラムからアコード
に研究委託をして、その成果をフィード
バックしてファルクラムの出版物等で公
表していくという形をとる予定です。当
研究会活動の第二ステージに大いに期
待して頂きたいと存じます。

■一般社団法人
アコード租税総合研究所
所在地：〒 130-0001 
東京都墨田区吾妻橋 2-18-12
ＦＡＸ：03-5799-4588
E-mail：honbu@at-i.info
ＵＲＬ：http://www.at-i.info/

■一般社団法人 ファルクラム
（FULCRUM） 研究員第 1 期生募集
年間 18 万円・初回のみ別途登録料 5
万円。追加募集しますので、年の途中
から参加することも可能です。
所在地：〒 154-0017 
東京都世田谷区世田谷 4-14-24-504
ＴＥＬ／ＦＡＸ：03-5799-4588
E-mail：jimu@ful-crum.info
ＵＲＬ：http://www.ful-crum.info/

ず、全ての顧問先にご紹介をお願いして
みます。その反応で見極めても良いかも
しれません。「そのうちね」、なんていう
人はまずクローズタイプです。
　顧問先管理表にはオープンかクロー
ズかを書き込みます。そしてオープンタ
イプの社長の所へ訪問したときには、ど
ちらかご紹介いただけないかを常に言い
続けましょう。社長もずっと事務所の事
を考えている訳ではありませんから。
　そういえば ･･･、というのがたまたま
あるかもしれません。
　次に紹介しやすい環境、ツールを取
りそろえておくことが必要です。社長が
せっかく紹介しようと思っても事務所の
名前しか覚えていないということはよく
ある話しです。ですからそのときにさっ
と紹介できるツールを社長にお渡しして
おくことも重要です。　　　  （つづく）
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